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1. 事業概要 

1.1 事業実施の目的 

福祉用具の一部種目・種類に係る選択制が令和 6 年 4 月より施行され、当協会として同年度に

「福祉用具選択制の実施状況に関する調査」を実施したところ。 

 本事業では、令和 6 年度調査の対象利用者を引き続き追跡調査することにより、主に以下の点

に関する情報を収集・分析し、制度の課題等を整理することを目的とする。 

 ・身体状況の変化に関する本人の見込みと実態の比較 

 ・貸与又は販売を選択したことにより費用面で利益・不利益となった割合 

 ・自己負担割合と選択判断の傾向 

 ・利用者負担額における分岐月数との比較  

 ・選択制対象用具の支給における福祉用具専門相談員の業務に係る費用 等 

1.2 調査の進め方 
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1.2.1 特別委員会の設置 

本事業の推進、成果のとりまとめ等について検討を行うため、特別委員会を 2 回開催した。 

 

1.2.2 調査の実施 

① 調査対象 

令和 6 年度調査「福祉用具選択制の実施状況に関する調査」において有効回答のあった利用

者のうち、死亡された方を除いた利用者を調査対象とした。（担当の福祉用具専門相談員による

web 回答）。 

 以下イメージの通り、調査票は 4 種類（A-1：貸与継続、A-2：貸与中止、B-1：販売使用継続、 

B-2：販売使用中止）使用した。 

 

 

 

なお、令和 7 年 5 月調査では、令和 6 年 11 月時点の状況（貸与・販売、継続・中止）に基づい

た調査票を使用し、令和 6 年 11 月調査の回答内容に沿った調査票様式を事務局より会員企業を

経由して担当の福祉用具専門相談員へ送付した。（例：令和 6 年 11 月時点で貸与継続であった利

用者が令和 7 年 5 月時点では回収済だった場合は「調査票 A-1」を使用） 

また、令和 7 年 11 月調査では、令和 7 年 5 月時点の状況（貸与・販売、継続・中止）に基づい

た調査票を使用するものとし、令和 7 年 5 月調査の回答内容に沿った調査票様式をお送りした。

（例：令和 7 年 5 月時点で貸与継続であった利用者が令和 7 年 11 月時点では回収済だった場合

は「調査票 A-1」を使用） 

 

② 回答方法 

調査票 A-1（貸与・継続）、調査票 A-2（貸与・中止）、調査票 B-1（販売・継続）、調査票 B-2（販

売・中止）いずれも担当の福祉用具専門相談員が web にて回答した。 
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③ 回答期間 

・令和 7 年 

・令和 7 年 11 月調査分（第４回：18 か月後）： 令和 7 年 11 月 1 日（土）～12 月 18 日（木） 

 

④ 配付数・回答数 

・第３回：12 か月後 調査分（配付数・回答数） 

 

 

・第４回：18 か月後 調査分（配付数・回答数） 

 

 

 

※各調査票において、利用者の死亡が確認された場合は、次回の調査票配付対象から除外し

ている。 

※調査の途中で、貸与から販売（又は販売から貸与）へ変更となった場合は、次回の調査票配

付対象から除外している。 

  

配付数 回答数

調査票A-1（貸与・継続） 216名 216名

調査票A-2（貸与・中止） 84名 84名

調査票B-1（販売・継続） 104名 101名

調査票B-2（販売・中止） 12名 12名

配付数 回答数

調査票A-1（貸与・継続） 140名 138名

調査票A-2（貸与・中止） 133名 133名

調査票B-1（販売・継続） 94名 93名

調査票B-2（販売・中止） 14名 14名

5 月調査分（第３回：12 か月後）： 令和 7 年  5 月 1 日（木）～  6 月 25 日（水） 
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⑤ 第１回～第４回（18 か月間）の推移【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択時 ６か月後 12か月後 1８か月後
（R6年5月） （R6年11月） （R7年5月） （R7年11月）

463(100.0%)  463 463 463

111
(32.4%)  186

(54.2%)  208
(60.6%) 

343(74.1%)

(100.0%)  228
(66.5%)  141

(41.1%)  116
(33.8%) 

19 27 39
(15.8%)  (22.5%)  (32.5%) 

120(25.9%)

(100.0%)  101 93 81
(84.2%)  (77.5%)  (67.5%) 

A.貸与を選択

③購入用具の
利用中止

B.購入を選択

①貸与用具の
利用中止

（B→A）購入から貸与へ切替　0

（A→B）貸与から購入へ切替　0

0

4（1.2％）

0 0

16（4.7％） 19（5.5％）

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

①貸与用具の
利用中止

②貸与継続

①貸与用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

②貸与継続
②貸与継続

12

0

4

0

3

0
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⑥ 第１回～第４回（18 か月間）の推移【単点杖】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 第１回～第４回（18 か月間）の推移【歩行器】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択時 ６か月後 12か月後 1８か月後
（R6年5月） （R6年11月） （R7年5月） （R7年11月）

7(100.0%)  7 7 7

1
(20.0%)  2

(40.0%)  3
(60.0%) 

5(71.4%)

(100.0%)  4
(80.0%)  3

(60.0%)  2
(40.0%) 

1 1 1
(50.0%)  (50.0%)  (50.0%) 

2(28.6%)

(100.0%)  1 1 1
(50.0%)  (50.0%)  (50.0%) 

A.貸与を選択

③購入用具の
利用中止

B.購入を選択

①貸与用具の
利用中止

（B→A）購入から貸与へ切替　0

（A→B）貸与から購入へ切替　0

0

0（0.0％）

0 0

0（0.0％） 0（0.0％）

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

①貸与用具の
利用中止

②貸与継続

①貸与用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

②貸与継続
②貸与継続

0

0

0

0

0

0

選択時 ６か月後 12か月後 1８か月後
（R6年5月） （R6年11月） （R7年5月） （R7年11月）

59(100.0%)  59 59 59

17
(32.1%)  33

(62.3%)  35
(66.0%) 

53(89.8%)

(100.0%)  36
(67.9%)  19

(35.8%)  17
(32.1%) 

0 0 1
(0.0%)  (0.0%)  (16.7%) 

6(10.2%)

(100.0%)  6 6 5
(100.0%)  (100.0%)  (83.3%) 

①貸与用具の
利用中止

②貸与継続

①貸与用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

②貸与継続
②貸与継続

0 0

1（1.9％） 1（1.9％）

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

A.貸与を選択

③購入用具の
利用中止

B.購入を選択

①貸与用具の
利用中止

（B→A）購入から貸与へ切替　0

（A→B）貸与から購入へ切替　0

0

0（0.0％）

1

0

0

0

0

0



 

6 

⑧ 第１回～第４回（18 か月間）の推移【固定用スロープ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 第１回～第４回（18 か月間）の推移【多点杖】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択時 ６か月後 12か月後 1８か月後
（R6年5月） （R6年11月） （R7年5月） （R7年11月）

134(100.0%)  134 134 134

33
(40.2%)  50

(61.0%)  58
(70.7%) 

82(61.2%)

(100.0%)  47
(57.3%)  28

(34.1%)  19
(23.2%) 

15 17 23
(28.8%)  (32.7%)  (44.2%) 

52(38.8%)

(100.0%)  37 35 29
(71.2%)  (67.3%)  (55.8%) 

①貸与用具の
利用中止

②貸与継続

①貸与用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

②貸与継続
②貸与継続

0 0

4（4.9％） 5（6.1％）

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

A.貸与を選択

③購入用具の
利用中止

B.購入を選択

①貸与用具の
利用中止

（B→A）購入から貸与へ切替　0

（A→B）貸与から購入へ切替　0

0

2（2.4％）

2

0

2

0

1

0

選択時 ６か月後 12か月後 1８か月後
（R6年5月） （R6年11月） （R7年5月） （R7年11月）

263(100.0%)  263 263 263

60
(29.6%)  101

(49.8%)  112
(55.2%) 

203(77.2%)

(100.0%)  141
(69.5%)  91

(44.8%)  78
(38.4%) 

3 9 14
(5.0%)  (15.0%)  (23.3%) 

60(22.8%)

(100.0%)  57 51 46
(95.0%)  (85.0%)  (76.7%) 

①貸与用具の
利用中止

②貸与継続

①貸与用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

②貸与継続
②貸与継続

0 0

11（5.4％） 13（6.4％）

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

③購入用具の
利用中止

④購入用具の継続利用

A.貸与を選択

③購入用具の
利用中止

B.購入を選択

①貸与用具の
利用中止

（B→A）購入から貸与へ切替　0

（A→B）貸与から購入へ切替　0

0

2（1.0％）

9

0

2

0

2

0
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1.2.3 報告書の作成 

前記１.2.1 で設置した特別委員会での討議を踏まえ、報告書としてまとめた。 

 

1.3 特別委員会の開催 

1.3.1 委員の構成 

・第１回開催（令和 7 年４月１６日） 

＜委員＞                                           （順不同・敬称略） 

氏名 所属団体名 

岩元  文雄 一般社団法人日本福祉用具供給協会 副理事長 （委員長） 

株式会社カクイックスウィング 代表取締役社長 

小野木 孝二 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事長 

株式会社トーカイ 代表取締役会長 

米本  稔也 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

フランスベッド株式会社 執行役員 

平松  雅之 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

株式会社日本ケアサプライ 代表取締役社長 

中井  孝之 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人シルバーサービス振興会 元常務理事 

黒岩  嘉弘 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

公益財団法人テクノエイド協会 常務理事 

濵田  和則 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長 

山本  伸一 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人日本作業療法士協会 会長 

東畠  弘子 一般社団法人日本福祉用具供給協会 顧問 

国際医療福祉大学大学院 教授 

 

＜アドバイザー＞ 

氏名 所属団体名 

渡邉  愼一 横浜市総合リハビリテーションセンター センター長補佐 

 

＜事務局＞ 

氏名 所属団体名 

後藤  憲治 一般社団法人日本福祉用具供給協会 専務理事・事務局長 

伊藤  広成 一般社団法人日本福祉用具供給協会 事務局次長 

淡路  陽子 一般社団法人日本福祉用具供給協会 事務局主任 
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・第２回開催（令和８年３月１６日） 

＜委員＞                                           （順不同・敬称略） 

氏名 所属団体名 

柴橋  和弘 一般社団法人日本福祉用具供給協会 副理事長 （委員長） 

株式会社柴橋商会 代表取締役社長 

岩元  文雄 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事長 

株式会社カクイックスウィング 代表取締役社長 

阿部  京三 一般社団法人日本福祉用具供給協会 副理事長 

株式会社かんきょう 取締役会長 

小野木 孝二 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

株式会社トーカイ 代表取締役会長 

大信田 和義 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

株式会社ジェー・シー・アイ 代表取締役社長 

池田  一実 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

フランスベッド株式会社 代表取締役副社長執行役員 

平松  雅之 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

株式会社日本ケアサプライ 代表取締役社長 

久留  善武 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人シルバーサービス振興会 常務理事 

黒岩  嘉弘 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

公益財団法人テクノエイド協会 常務理事 

濵田  和則 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長 

山本  伸一 一般社団法人日本福祉用具供給協会 理事 

一般社団法人日本作業療法士協会 会長 

東畠  弘子 一般社団法人日本福祉用具供給協会 顧問 

国際医療福祉大学大学院 教授 

 

＜アドバイザー＞ 

氏名 所属団体名 

渡邉  愼一 横浜市総合リハビリテーションセンター センター長補佐 

 

＜事務局＞ 

氏名 所属団体名 

後藤  憲治 一般社団法人日本福祉用具供給協会 専務理事・事務局長 

伊藤  広成 一般社団法人日本福祉用具供給協会 事務局次長 

淡路  陽子 一般社団法人日本福祉用具供給協会 事務局主任 
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1.3.2 委員会の開催 

前記１.3.1 で構成した委員で委員会を開催した。 


